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欧州委員会が新たな若手農業
者支援策を開始1

　欧州連合（ＥＵ）においても、わが国と同様に、農業者人口の減少と次世代の担い手不足という問題に直
面している。その対策として、欧州委員会は４月29日、若手農業者を対象とする10億ユーロの融資促進策
を欧州投資銀行と共同で開始したことを発表した（European Commission-Press release）。

　欧州委員会のフィル・ホーガン（Phil Hogan）農業・農村開発担
当欧州委員と欧州投資銀行のアンドリュー・マクダウェル（Andrew 
McDowell）副総裁によると、新たな10億ユーロ（1,260億円）の融資
促進策は、ＥＵの農業者、とくに中小規模経営の若手農業者への資
金提供の機会を増やすことを目的としている。
　2017年のＥＵにおいては、「40歳以上の農業者」による銀行への融
資申請の９％が拒絶されたのに対して、「40歳未満の農業者」につい
ては27％が拒絶されたという深刻な現状がある。なお、金利など融
資に関わる諸経費を理由として、農業者自らが融資申請を取り下げ
た割合は、「40歳未満の農業者」より「40歳以上の農業者」の方がわ
ずかに大きい（図１参照）。
　また、図２には金融機関が若手農業者からの融資申請を拒絶した
主な理由を示した。最大の拒絶理由は、融資に対する不動産担保の
不足ではなく、農業者、特に若手農業者による投資に対する融資機
関の信頼度の低さ（投資リスクの大きさ）である。このことが、経
営資金を必要としている若手農業者のやる気を失わせていると言わ
れている。
　フィル・ホーガン氏は、「就農を志す若者にとって、経営資金の調
達は重要である反面、多くの障害が伴っている。ＥＵにおける農業
者の11％を占める40歳未満の若者への財政的支援は、欧州委員会お
よび2020年以降の共通農業政策（ＣＡＰ）にとって優先事項である。
したがって、欧州投資銀行との共同の試みが開始されたことは喜ば
しいことである」とコメントした。
　また、アンドリュー・マクダウェル氏は、「農業部門はＥＵ経済を
支えており、安全な食料の生産のみならず、気候変動緩和や環境保
全のために重要な役割を果たしている。欧州投資銀行は、新たな融
資促進策により、農業分野の将来を見据え、経営資金の需給不均衡
問題と農業者、特に次世代を担う若い農業者の資金調達問題に対応
する。また、この融資促進策は、農村部などでの雇用の維持と創出
により、農業部門の成長と競争力強化を支援するものである」とコ
メントした。
　新たな融資促進策は、若手の農業参入を促進する欧州委員会と欧
州投資銀行の「若手農業者構想（Young Farmers' initiative）」の一
環として行われているため、特に若手農業者への資金提供の機会を
増やすことを目的としており、加盟国レベルで銀行や融資会社によっ
て実施される。この施策に参加する銀行等は、欧州投資銀行と同額
を融資する必要があることから、融資額は総額で20億ユーロとなる
見込みである。
　具体的には、以下のような農業者が直面している多くの課題に対
応するものになるとしている。
　・金利の引下げ
　・返済開始の最長5年間の猶予
　・返済期間の長期化（最長15年間）
　・条件に応じて、農業者が経営困難時にも返済できるよう、農業部門の

価格変動に対応する柔軟性の追加（例えば、数カ月間に及ぶ返済猶予
期間の設定）

　フランスでは、この融資支援策に基づき、若い農業者のための0.75億ユー
ロ、農業振興による気候変動緩和のための２億ユーロ、合計2.75億ユーロ
にのぼる融資が試行される予定である。フランスでの取組の成功によって、
新たな融資支援策が他のＥＵ諸国にも波及することが期待されている。
　図３では、ＥＵにおける農業融資需要の見通しに関する調査結果を示し
た。今後２～３年間における融資の増加が必要となると回答した農業者の
割合は、40歳未満の農業者では32.0％で、40歳以上の25.6％を上回っている。
一方、現状維持の割合は40歳以上（41.8％）が40歳未満（31.4％）を大きく
上回っている。
　現在、ＥＵでは2021年以降の次期ＣＡＰに向けた議論が進められている
が、若手農業者の支援策は引き続き優先課題になると予想される。しかし
今後は、限りある財源の下で、次世代のリーダーとなりうる、より能力の
高い若手農業者に対して支援が行われる選抜方法の改善や、支援を本当に
必要とする新規就農者にピンポイントで支援が行き渡るような仕組みづく
りが重要になっていくと思われる。
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図１ ＥＵの農業者向け融資申請の拒絶割合（2017年）

資料：DG AGRI fi-compass survey 2018

　注）農業者による拒絶は、金利など融資に関わる諸費用を理由としている。
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図２ ＥＵ金融機関への農業融資申請の拒絶理由

（2017年、複数回答）
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図３ 今後２～３年間の農業融資需要見通し
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